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2現在の日本の割当て方式について

特定基地局開設料制度により実質的なスコアリングオークションと見なすことが可能

新たな割当て方式の検討においては
世界最高水準のネットワーク品質を棄損しないための配慮が必要

• 2010年、11年の割当て• 入札額(開設料）が競願項目
※過去16～24％の比率

※「新たな携帯電話用周波数の割当方式に関する検討会１次取りまとめ」より当社作成

ピュアオークション条件付きオークションスコアリングオークション

加算型 乗算型
• 入札参加要件や割当てに
係る義務を条件として設定• 入札額と技術やサービスの審査等

の項目の評価を得点化して加算
• 入札額と技術やサービスの審査等
の項目の評価を係数化して乗算

• 申請者の入札額の多寡のみ
によって落札者を決定

• 2018/20年5G割当て• カバレッジ義務
• 周波数キャップ
• 道路整備義務（フランス、ドイツ）

等

比較審査

• エリア整備等を重視

ネットワーク品質は一定水準に留まる世界最高水準のネットワーク品質を実現



3デジタル田園都市国家構想の推進

一部の周波数（面的なネットワークに適した周波数：Sub6）は
エリアカバレッジに重点をおいた従来の割当て方式を引き続き採用すべき

デジタル田園都市国家構想に当社としても賛同
地方にも早期に5G/高度通信インフラを届け、地方からも産業活性化が必要

◆「デジタル田園都市国家インフラ計画」の公表（3/29）

項目 FY23 FY25 FY30

5G
人口カバー率

95％ 97%
各都道府県90%

99%
各都道府県99%

2022年3月末
当社5G人口カバー率90%超を達成済み

◆岸田首相コメント（2021/12/28）

「５Ｇ人口カバー率を2023年度に９割に」



4今後の割当て候補周波数帯

2.6GHz帯

これまでの主な割当て周波数帯

26GHz帯

40GHz帯

今後割当てが本格化する周波数はミリ波帯以上

100MHz 1GHz 100GHz 1THz4.9GHz帯

テラヘルツ※含む

※WRC-19において275-450GHz（一部帯域除く）が
固定業務および陸上移動業務の周波数帯に特定

10GHz 10THz



5周波数の特性について①

周波数特性や用途は帯域によって異なる

伝搬距離や回り込みの性能が高い

面カバー向け

高

広狭

短長

少多

低

ミリ波帯以上6GHz～ミリ波帯Sub6帯域

周波数

帯域幅

伝搬距離

建物等への
回り込み



6周波数の特性について②

ミリ波帯以上は6GHz以下と特性や用途が異なる

伝搬距離や回り込みの性能が低い

大容量通信が必要な場所のスポットカバー向け

高

広狭

短長

少多

低

ミリ波帯以上Sub6帯域 6GHz～ミリ波帯

周波数

帯域幅

伝搬距離

建物等への
回り込み



7周波数の特性を考慮した割当て方式

ミリ波帯以上（26GHz帯、40GHz帯等）の割当て方式は
従来のエリアカバレッジ重視とは異なる方式を検討する余地あり

面カバー向け

エリアカバレッジを重視した
従来の割当て方式を継続

スポットカバー向け

新たな割当て方式の
検討余地あり

ミリ波帯以上6GHz～ミリ波帯Sub6帯域

IMT特定について
WRC23に向けて議論中



8新たな割当て方式の柔軟性向上

但し、他システムとの干渉の影響などの懸念から
国際ルールなどの原則的なルールは遵守すべき

法令、政令、省令
技術基準、干渉防止ルールなど

開設指針
（割当て方式）

周波数特性により
柔軟化

• 導入する技術（CA、MIMO、QAM等）

• エリアカバーの計画粒度
（市区町村単位、2次メッシュ/4次メッシュ等）

• 需要の顕在化（需要に応じた基地局設置）等

国際
ルール

無線通信規則
地上業務向け周波数、衛星業務向け周波数、干渉防止ルールなど

国内
ルール

ミリ波帯以上の周波数領域においては、割当て方式の柔軟性を高めることで
様々な先端技術の導入が期待

※例えば、地上業務向け周波数を衛星業務で利用する
場合（無線通信規則に反する場合）、まずは国際
ルールの改定に取り組むことが原則



9オークション方式のデメリット（高騰化）対応策について

ミリ波帯以上の帯域にオークションを導入する場合、過度な競争等による
落札額高騰を避けるため、必要に応じて対応策をセットで導入すべき

十分な周波数枠を確保

周波数キャップ

競り上げ回数制限

諸外国におけるオークション落札額高騰の事例※

※ミリ波帯以上かつ枠数を確保できる帯域

※特定の事業者に割当てが集中しない制度とすべき

対応策

オーストリア・2013年 マルチバンドオークション
• 欧州で人口一人当たりの価格が当時最も高価な４Gオークション
（落札総額約20億1,400万ユーロ）

• 周波数キャップが不十分で、2社が上限まで周波数を獲得した場合、残りの1社が周波数を
獲得できない可能性があり高騰

韓国・2011年 マルチバンドオークション
• 1.8GHz帯獲得競争が過熱、SKTの落札額が最低落札価格の約2倍に
• 競り上げが83ラウンドまで達し高騰

ドイツ・2015年 マルチバンドオークション
• 1.8GHz帯の落札額（24億500万ユーロ ）が他のEU諸国と比較して高い水準
• 入札に参加した既存3社の1.8GHz帯の周波数追加の需要が強い中、特段のキャップが課さ
れていなかったため高騰

イタリア・2018年 マルチバンドオークション
• 3.6-3.8GHz帯の落札額が約43億ユーロに達し他のEU諸国と比べ高い水準
• 対象となった周波数量が少なく、同帯域をめぐる周波数の獲得競争が過熱

対応策

※新たな携帯電話用周波数の割当方式に関する検討会（第4回）配付資料「デメリットとされている事項に対する諸外国の対応」より作成



10新たな割当て方式導入時の考慮事項①（周波数の利用期間）

※長期的投資の確実性を担保する観点から20年程度の利用期間とする国が増加

割当て

利用期間（20年程度）
ミリ波帯以上の帯域

にオークションを
導入する場合

利用期限

2022年のGSMAレポートでも「ネットワーク投資への配慮により、多くの国で利用期間を最低20年に」との記載（16頁参照）

（2022年2月“Best Practice in Mobile Spectrum Licensing”）

世界最高水準のサービスの適時提供のためには、積極的なインフラ投資の継続が不可欠
一定レベルの長期的予見性を確保した利用期間の設定※が必要

多くの海外オークション経験値からの結果として、世界の利用期間に合わせることが妥当

諸外国の免許期間（2021年オークション：その他15頁参照）：
スウェーデン25年、米国15年、スペイン18年/20年、インド20年、オーストラリア15年、英国20年、カナダ20年



11新たな割当て方式導入時の考慮事項②（競争環境の維持）

周波数ひっ迫度評価にあたっては直接的なトラヒック比較が現実的

周波数ひっ迫度は重要な指標であるが、従来の加入者数比較では
「ユーザの利用トレンドの変化」や「IoT端末の増加」などにより、直接的なひっ迫度比較は困難

0
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2018/3 2021/3

3年で
1.7倍の増加

１契約当たりのデータトラヒック推移
（全事業者／1か月間／1契約当たり）

（単位：ＧB）

※総務省「電気通信サービスの契約数及びシェアに関する四半期データ」より作成

通信モジュール契約数の推移

2018/3 2021/3

（単位：台）

3年で
2倍の増加

3,000万

５

10

※「携帯電話及び全国BWAに係る電波の利用状況調査の評価結果」の
“1か月間の1契約当たりの総データトラヒック”より作成

加入者数の増加
但し、トラヒックの増加は軽微

通信モジュール
契約数の増加

加入者数が増えない場合でも
トラヒックは増加



12新たな割当て方式導入時の考慮事項③（その他事項）

• 公平な競争環境確保のための外資や政府資本企業等の在り方の検討
- 巨大な資本力による影響を回避するための措置

※ 政府（ファンド含）等の後ろ盾がある企業（グループ企業含む）の在り方含む

- ナショナルセキュリティの観点での参入制限の在り方

• 特定基地局開設料の適切な価格帯としての運用
- 積極的なインフラ投資の継続のために高騰化を回避する運用の検討

例：共用帯域の標準金額水準の在り方、標準金額以下の配点の運用見直し 等

その他、電気通信市場の健全な発展のためには、
以下のようなポイントも考慮が必要



13日本における新たな割当て方式について

周波数特性に応じた、きめ細やかな割当て方式として頂きたい
併せて世界最高水準のネットワークを維持するためには、十分な利用期間の確保、トラヒックひっ迫度による評価が必要

世界最高水準のネットワーク品質を棄損しないための配慮が必要
新たな割当て方式はミリ波帯以上での検討が妥当

面カバー向け

エリアカバレッジを重視した
従来の割当て方式を継続

スポットカバー向け

新たな割当て方式の
検討余地あり

ミリ波帯以上6GHz～ミリ波帯Sub6帯域

具体的な対象周波数が決定する
WRC23以降に検討



14ヒアリング項目に対する回答
ヒアリング項目 回答

１

(1)周波数特性の考慮
• ミリ波帯以上の帯域については、新たな割当て方式を検討する余地あり
• Sub6帯域ついては、従来の割当て方式を継続すべき
• 共用帯域（ダイナミック共用含む）については、共用条件次第では個別免許の割当ての可能性についても検討が必要

(2)技術の進展等の考慮
• 割当て方式の柔軟性を高めることで様々な先端技術の導入が期待
• 周波数特性に応じて柔軟化の余地はあるが、国際ルールなど原則的なルールは遵守すべき

(3)経済的価値の一層の反映
• 現在の割当て方式は実質的な「スコアリングオークション」と見なすことが可能
• ただし、ミリ波帯以上などにおいてオークションの色合いをさらに高める場合には、周波数特性に応じて柔軟化の余地あり

(4)新たな割当方式の具体的検討
• 現在の割当て方式は実質的な「スコアリングオークション」と見なすことが可能
• ミリ波帯以上の帯域については、新たな割当て方式を検討する余地あり
• オークション形態によっては落札額高騰の回避のための対策は有効

２

①オークションのデメリット対応策
• 落札額高騰の回避のため、必要に応じて対応策を導入
• ただし、特定の事業者に割当てが集中しない制度とすべき

②その他（政策目標関連、他）

• 新たな割当て方式への配慮事項として以下の観点が必要
1.一定レベルの長期的予見性を確保した利用期間（20年程度）が必要
2.トラヒックひっ迫度に着目した割当て指標の導入
3.公平な競争環境確保のための外資や政府資本企業等の在り方の検討
4.特定基地局開設料は適切な価格帯としての運用



15【参考】 諸外国の免許期間等（直近二年間のオークション）

2021年では
20年以上が多数

※公開情報を元に弊社作成



16【参考】 GSMAレポート（2022年2月“Best Practice in Mobile Spectrum Licensing”）

https://www.gsma.com/spectrum/wp-content/uploads/2022/02/Mobile-Spectrum-Licensing-Best-Practice.pdf
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EOF


